
Ⅰ．緒言

　近年の少子高齢化や家族形態の変化，女性の社会
進出などにより社会情勢が変化してきたことに伴い，
人々の健康課題は多様化し，複雑かつ深刻になってい

る。これらの課題解決のため，他職種と連携しながら
横断的かつ継続的に，個人や家族及び集団と組織を支
援することが保健師に期待されており，これらに対応
できる専門的能力を備えた保健師の育成が求められて
いる。
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要　旨

目的　保健師には，他職種と連携しながら横断的かつ継続的に，個人や家族及び集団と組織を支援することが期待されており，
これらに対応できる専門的能力を備えた保健師の育成が求められている。本学においては2012年度より新たなカリキュラムを
開始し，保健師教育は選択制として，科目を新たに設定した。本研究では，統合カリキュラムにおける保健師教育と，新たな
カリキュラムにおける保健師課程を選択した学生の卒業時の到達度について評価を行うことにより，今後のより充実した保健
師教育に資することを目的とした。

方法　対象者は，統合カリキュラム受講学生として2014年度の学部 4 年生および編入 4 年生の71名，保健師課程の選択学生とし
て2015年度の学部 4 年生および編入 4 年生の19名とした。調査内容は，2010年に厚生労働省より提示された「保健師に求めら
れる実践能力と卒業時の到達目標と到達度」を調査項目として用い，無記名による自記式質問紙への記入とした。 分析は，統
合カリキュラムと保健師課程における到達度の各項目の差をχ 2  乗検定にて検証した。なお，本研究は神戸市看護大学倫理委
員会の承認を得て実施した。

結果　統合カリキュラム受講学生の回収数は20件（回収率28.2％），保健師課程の選択学生の回収数は19件（回収率100.0％）で
あった。120項目の到達割合の平均は，統合カリキュラムが45.3％，保健師課程が55.6％であった。到達割合が80％以上の項目
数は全120項目のうち統合カリキュラムが19項目，保健師課程が20項目であった。到達割合が50％未満の項目は，統合カリキュ
ラムが79項目，保健師課程が54項目であった。統合カリキュラムと保健師課程で到達割合に有意差のあった小項目は13項目で
あり，全ての項目で保健師課程が高い結果であった。

結論　統合カリキュラムに比べて，保健師課程の到達割合が高かったものの，全体として80％以上の項目は少なかった。今後，
習得すべき内容をより意図して学習を進め，学生自身が学習した内容を確認できるよう工夫する必要がある。



　従来，保健師の基礎教育は，看護師教育との統合カ
リキュラムによって実施されてきた。しかし，看護系
大学が増えたことにより学生が増加し，保健師の実習
受入施設の確保が難しいこと，過密カリキュラムによ
る時間的制約により十分な授業や実習時間が取れな
いこと，保健師志望でない学生の実習における目的
意識や意欲の低さといったことへの指摘（前馬ほか，
2011），および卒業時に学生が保健師としての実践能
力が十分に獲得できていないという懸念から，保健師
教育に特化した教育の必要性について議論がなされて
きた（村嶋，2009）。
　このような背景のもと，2008年に初めて厚生労働省
より，「保健師教育の技術項目と卒業時の到達度」（以
下，卒業時の到達度とする）が提示され，保健師基礎
教育における到達目標と到達度の基準が示された（厚
生労働省，2008）。また，2009年に保健師助産師看護
師法が改正され，保健師教育の教育年限が従来の 6 か
月以上から 1 年以上となり，さらに文部科学省から保
健師教育を大学の卒業要件からはずすことが可能との
見解が示された。これらより保健師課程は，2011年度
から希望者もしくは学内で選抜された者が保健師課程
を選択する選択制が可能となった。
　本学においては2012年度より新たなカリキュラム

（以下 ,新カリキュラムとする）を開始し，保健師教育
は選択制として位置づけ，保健師課程を選択する学生
は20名とし ,科目においては公衆衛生看護学実習（以
下，実習とする）をはじめ，講義演習科目を新たに設
定した。本研究では，2011年以前に実施していた統合
カリキュラムにおける保健師教育（以下 ,旧カリキュ
ラムとする）と，新カリキュラムにおける保健師課程
を選択した学生の卒業時の到達度について評価を行う
ことにより，今後のより充実した保健師教育に資する
ことを目的とした。

Ⅱ. 保健師課程のねらいと，保健師課程におけ
る公衆衛生看護関連科目の設定

　本学では，新カリキュラムにおける保健師課程の教
育として，地域住民とともに地域力を高めながら，保
健医療福祉のネットワーク構築ができること，生活習
慣病ならびに乳幼児や高齢者の虐待や新興感染症，メ
ンタルヘルスといった健康課題に対して予防的視点を
持ち，個別支援および組織的対応ができることをめざ

している。
　これらより，保健師課程の公衆衛生看護関連科目の
講義と演習においては，個別の健康相談や家庭訪問と
いった保健活動に必須な技術を公衆衛生看護技術論に
て行っている。また，健康教育といった集団への健康
支援の実践力育成に関しては，健康学習論にて，地域
住民に健康教育の参加者となっていただき，学内にお
いても臨場感のある演習を実施することで，学生の主
体的な学びを促している。
　そして，保健活動の基盤となる ,地域特性やライフ
ステージにおける健康課題の把握に関しては，地域看
護診断ならびに実践疫学演習において ,データ分析か
ら課題抽出，地域住民や関係機関へのプレゼンテー
ション能力の育成を図っている。さらに，昨今対応の
充実が求められる特定集団や感染症への対応について
は ,公衆衛生看護活動論Ⅰにおいて ,地域の特性と状況
に応じた支援活動が展開できる能力の強化を行ってい
る。
　実習では，個人家族の予防機能を促進し，行動変容
に結びつける実践能力を習得することを目的とし，地
域看護診断論で分析をした地区にて実習を行っている。
公衆衛生看護学実習Ⅰにおいては，臨地オリエンテー
ションにて日常行われている保健師の活動について説
明を受けた後，保健事業への参加および家庭訪問に保
健師と同行すること，地区踏査を通して，講義と演習
で学んだ内容と実践を結び付ける機会としている。
　次の公衆衛生看護学実習Ⅱでは，学生が健康相談や
健康教育を健康課題の優先順位を考え，計画し実施し
ている。また，家庭訪問においては公衆衛生看護学実
習Ⅰで訪問した事例を継続して受け持ち，学生が主体
的に支援を行う機会を設けている。さらに，地域への
支援は，実習前の地域看護診断結果と地区踏査にて得
られた情報を基に，保健計画の立案を行っている。
　実習を終えてから， 4 年次後期開講の公衆衛生看護
活動論Ⅱにて，地域の組織運営ならびに地区管理や行
政活動といった公衆衛生看護管理に関する講義とグ
ループワークを用いて，それまでの講義・演習および
実習における学びの統合と定着を図っている。
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Ⅲ．研究方法

1 ．対象者

　統合カリキュラム受講学生として2014年度の学部 4

年生および編入 4 年生の71名，保健師課程の選択学生
として2015年度の学部 4 年生および編入 4 年生の19名
を対象者とした。

2 ．調査時期

　学部 4 年間のすべての科目が修了した時期として，
2014年度の 4 年生には2015年 2 月，2015年度の 4 年生
には2015年12月に調査を実施した。

3 .調査方法

　統合カリキュラム受講学生の2014年度の学部 4 年生
および編入 4 年生へは，調査実施 2 か月前より調査依
頼に関する文書を掲示した。全ての対象者に，文章お
よび口頭にて調査の趣旨と目的を説明したうえで，無
記名による自記式質問紙を配布した。回答後は，郵送
もしくは回収箱への提出とした。なお，研究の同意は，
郵送ならびに回収箱への提出をもってみなした。

4 .調査内容

　2010年に厚生労働省より提示された「保健師に求め
られる実践能力と卒業時の到達目標と到達度」を調査
項目として用いた（2010，厚生労働省）。
　保健師教育の基準となる到達目標は，保健師に求め

られる実践能力としての 5 つの大項目「Ⅰ．地域の健
康課題の明確化と計画・立案」，「Ⅱ．地域の健康増進
能力を高める個人・家族・集団・組織への継続的支援
と協働・組織活動」，「Ⅲ．地域の健康危機管理」，「Ⅳ．
地域の健康水準を高める社会資源開発・システム化・
施策化」，「Ⅴ．専門的自律と継続的な質の向上」と，
それらの下位項目として16の中項目および71の小項目
から構成されている。
　それら項目は，保健師の活動の特性から，「個人 /家
族」を対象とした到達目標（49項目）と，「集団 /地
域」（自治会の住民，要介護高齢者集団，小学校のク
ラス等の集団や自治体，企業，学校等の地域）の人々
を対象にした到達目標（71項目）に分けて設定されて
いる。
　なお，到達度は，厚生労働省が提示している「1.少
しの助言で自立して実施できる」，「2.指導のもとで実
施できる」，「3.学内演習で実施できる」，「4.知識とし
てわかる」の 4 段階に加え，今回独自に「5.十分に学
ぶ機会がなかった」を設定し， 5 段階とした。

5 .分析方法

　厚生労働省が基準としている卒業時の到達目標を
達成したと回答した人数から，到達した者の割合を
算出し，到達した者の割合が80％以上の高い項目と，
50％未満の低い項目を抽出した（以下，到達割合とす
る）。到達割合が80％以上と50％未満に着目した理由
は，「保健師に求められる実践能力と卒業時の到達目

表 1   統合カリキュラムと保健師課程における公衆衛生看護関連科目

開講年次 統合カリキュラム（単位） 保健師課程（単位）

2年次
コミュニティヘルス支援論（2）
地域看護援助論Ⅰ（2）

地域看護学概論（2）

3年次

地域看護援助論Ⅱ（2）
健康生活支援技術演習（2）
健康生活支援学実習Ⅱ（2）

地域看護援助論（1）
地域看護診断論（2）
公衆衛生看護技術論（1）
健康学習論（1）
公衆衛生看護活動論Ⅰ（1）

4年次

実践疫学演習（1）
公衆衛生看護活動論Ⅱ（2）
公衆衛生看護学実習Ⅰ（3）
　（産業保健・保健センター）
公衆衛生看護学実習Ⅱ（2）
　（保健センター）

※公衆衛生看護学実習Ⅰのうち、産業保健は3年次後期に開講
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健

康
課

題
に

つ
い

て
優

先
順

位
を

付
け

る
1

8 
40

.0
%

0
12

 
63

.2
%

0
0.

14
8 

1
7 

35
.0

%
0

11
 

57
.9

%
0

0.
13

3 

13
健

康
課

題
に

対
す

る
解

決
・

改
善

に
向

け
た

目
的

・
目

標
を

設
定

す
る

1
7 

35
.0

%
0

10
 

52
.6

%
0

0.
26

7 
1

6 
30

.0
%

0
8 

42
.1

%
0

0.
43

1 

14
地

域
の

人
々

に
適

し
た

支
援

方
法

を
選

択
す

る
1

5 
25

.0
%

0
8 

42
.1

%
0

0.
25

7 
1

4 
20

.0
%

0
4 

21
.1

%
0

0.
46

5 

15
目

標
達

成
の

手
段

を
明

確
に

し
、

実
施

計
画

を
立

案
す

る
1

5 
25

.0
%

0
6 

31
.6

%
0

0.
64

8 
1

4 
20

.0
%

0
2 

10
.5

%
0

0.
35

6 

16
評

価
の

項
目

・
方

法
・

時
期

を
設

定
す

る
1

1 
5.

0%
0

5 
26

.3
%

0
0.

08
0*

1
1 

5.
0%

0
2 

10
.5

%
0

0.
48

0 

※
到

達
が

80
％

以
上

の
も

の
は

濃
い

グ
レ

ー
、

到
達

が
70

％
以

上
の

も
の

は
薄

い
グ

レ
ー

で
示

す
*:P

<0
.1

  *
*:P

<0
.0
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卒
業

時
の

到
達

目
標

個
人

／
家

族
集

団
／

地
域

到
達

目
標

統
合

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

n=
20

保
健

師
課

程
n=

19
ｐ

値
到

達
目

標

統
合

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

n=
20

保
健

師
課

程
n=

19
ｐ

値
実

践
能

力
大

項
目

中
項

目
小

項
目

人
数

割
合

「
5」

の
回

答
人

数
（

再
掲

）
人

数
割

合
「

5」
の

回
答

人
数

（
再

掲
）

人
数

割
合

「
5」

の
回

答
人

数
（

再
掲

）
人

数
割

合
「

5」
の

回
答

人
数

（
再

掲
）

Ⅱ
．

地
域

の
健

康
増

進
能

力
を

高
め

る
個

人
・

家
族

・
集

団
・

組
織

へ
の

継
続

的
支

援
と

協
働

・
組

織
活

動
及

び
評

価
す

る
能

力

2. 地
域

の
人

々
と

協
働

し
て

、
健

康
課

題
を

解
決

・
改

善
し

、
健

康
増

進
能

力
を

高
め

る

D
．

活
動

を
展

開
す

る

17
地

域
の

人
々

の
生

命
・

健
康

、
人

間
と

し
て

の
尊

厳
と

権
利

を
守

る
1

15
 

75
.0

%
0

14
 

73
.7

%
0

0.
60

6 
1

15
 

75
.0

%
0

14
 

73
.7

%
0

0.
60

6 

18
地

域
の

人
々

の
生

活
と

文
化

に
配

慮
し

た
活

動
を

行
う

1
10

 
50

.0
%

0
13

 
68

.4
%

0
0.

24
2 

1
10

 
50

.0
%

0
12

 
63

.2
%

0
0.

40
8 

19
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
に

配
慮

し
、

個
人

情
報

の
収

集
・

管
理

を
適

切
に

行
う

1
16

 
80

.0
%

0
16

 
84

.2
%

0
0.

53
1 

1
16

 
80

.0
%

0
16

 
84

.2
%

0
0.

53
1 

20
地

域
の

人
々

の
持

つ
力

を
引

き
出

す
よ

う
支

援
す

る
1

8 
40

.0
%

1
9 

47
.4

%
0

0.
64

3 
2

10
 

50
.0

%
2

14
 

73
.7

%
0

0.
12

9 

21
地

域
の

人
々

が
意

思
決

定
で

き
る

よ
う

支
援

す
る

2
14

 
70

.0
%

1
14

 
73

.7
%

0
0.

79
8 

2
9 

45
.0

%
2

13
 

68
.4

%
0

0.
14

0 

22
訪

問
・

相
談

に
よ

る
支

援
を

行
う

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
1

0 
0.

0%
0

5 
26

.3
%

0
0.

02
0*

*
2

4 
20

.0
%

1
12

 
63

.2
%

0
0.

00
6*

*

23
健

康
教

育
に

よ
る

支
援

を
行

う
1

0 
0.

0%
0

4 
21

.1
%

0
0.

04
7*

*
2

8 
40

.0
%

1
16

 
84

.2
%

0
0.

00
5*

*

24
地

域
組

織
・

当
事

者
グ

ル
ー

プ
等

を
育

成
す

る
支

援
を

行
う

3
12

 
60

.0
%

1
14

 
73

.7
%

0
0.

36
5 

25
活

用
で

き
る

社
会

資
源

、
協

働
で

き
る

機
関

・
人

材
に

つ
い

て
、

情
報

提
供

を
す

る
1

3 
15

.0
%

0
6 

31
.6

%
0

0.
19

9 
1

1 
5.

0%
1

5 
26

.3
%

0
0.

08
0*

26
支

援
目

的
に

応
じ

て
社

会
資

源
を

活
用

す
る

2
8 

40
.0

%
0

9 
47

.4
%

0
0.

64
3 

2
8 

40
.0

%
1

9 
47

.4
%

1
0.

64
3 

27
当

事
者

と
関

係
職

種
・

機
関

で
チ

ー
ム

を
組

織
す

る
2

9 
45

.0
%

0
8 

42
.1

%
1

0.
85

5 
2

7 
35

.0
%

1
9 

47
.4

%
0

0.
43

3 

28
個

人
/家

族
支

援
、

組
織

的
ア

プ
ロ

ー
チ

等
を

組
み

合
わ

せ
て

活
用

す
る

2
8 

40
.0

%
0

11
 

57
.9

%
0

0.
26

4 
2

7 
35

.0
%

1
10

 
52

.6
%

0
0.

26
7 

29
法

律
や

条
例

等
を

踏
ま

え
て

活
動

す
る

1
4 

20
.0

%
1

5 
26

.3
%

0
0.

46
5 

1
4 

20
.0

%
1

6 
31

.6
%

0
0.

32
3 

30
目

的
に

基
づ

い
て

活
動

を
記

録
す

る
1

6 
30

.0
%

1
8 

42
.1

%
0

0.
43

1 
1

5 
25

.0
%

2
8 

42
.1

%
0

0.
25

7 

E． 地
域

の
人

々
・

関
係

者
・

機
関

と
協

働
す

る

31
協

働
す

る
た

め
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

と
り

な
が

ら
信

頼
関

係
を

築
く

1
13

 
65

.0
%

0
14

 
73

.7
%

0
0.

55
7 

2
16

 
80

.0
%

0
17

 
89

.5
%

0
0.

35
6 

32
必

要
な

情
報

と
活

動
目

的
を

共
有

す
る

1
10

 
50

.0
%

0
12

 
63

.2
%

0
0.

40
8 

2
16

 
80

.0
%

1
15

 
78

.9
%

0
0.

62
2 

33
互

い
の

役
割

を
認

め
合

い
、

と
も

に
活

動
す

る
2

17
 

85
.0

%
0

16
 

84
.2

%
0

0.
64

4 
2

14
 

70
.0

%
1

15
 

78
.9

%
0

0.
39

4 

F． 活
動

を
評

価
・

フ
ァ

ロ
ー

ア
ッ

プ
す

る

34
活

動
の

評
価

を
行

う
1

5 
25

.0
%

0
9 

47
.4

%
0

0.
14

6 
1

4 
20

.0
%

1
9 

47
.4

%
0

0.
07

0*

35
評

価
結

果
を

活
動

に
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

す
る

1
5 

25
.0

%
0

8 
42

.1
%

0
0.

25
7 

1
4 

20
.0

%
1

8 
42

.1
%

0
0.

13
5 

36
継

続
し

た
活

動
が

必
要

な
対

象
を

判
断

す
る

1
5 

25
.0

%
0

8 
42

.1
%

0
0.

25
7 

1
5 

25
.0

%
1

8 
42

.1
%

0
0.

25
7 

37
必

要
な

対
象

に
継

続
し

た
活

動
を

行
う

2
9 

45
.0

%
1

13
 

68
.4

%
0

0.
14

0 
2

9 
45

.0
%

1
14

 
73

.7
%

0
0.

06
9*

※
到

達
が

80
％

以
上

の
も

の
は

濃
い

グ
レ

ー
、

到
達

が
70

％
以

上
の

も
の

は
薄

い
グ

レ
ー

で
示

す
*:P

<0
.1

  *
*:P

<0
.0
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卒
業

時
の

到
達

目
標

個
人

／
家

族
集

団
／

地
域

到
達

目
標

統
合

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

n=
20

保
健

師
課

程
n=

19
ｐ

値
到

達
目

標

統
合

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

n=
20

保
健

師
課

程
n=

19
ｐ

値
実

践
能

力
大

項
目

中
項

目
小

項
目

人
数

割
合

「
5」

の
回

答
人

数
（

再
掲

）
人

数
割

合
「

5」
の

回
答

人
数

（
再

掲
）

人
数

割
合

「
5」

の
回

答
人

数
（

再
掲

）
人

数
割

合
「

5」
の

回
答

人
数

（
再

掲
）

Ⅲ
．

地
域

の
健

康
危

機
管

理
能

力

3. 地
域

の
健

康
危

機
管

理
を

行
う

G． 健
康

危
機

管
理

の
体

制
を

整
え

予
防

策
を

講
じ

る

38
健

康
危

機（
感

染
症

・
虐

待
・

DV
・

自
殺

・
災

害
等

）
へ

の
予

防
策

を
講

じ
る

2
9 

45
.0

%
2

8 
42

.1
%

0
0.

85
5 

3
14

 
70

.0
%

2
13

 
68

.4
%

0
0.

91
5 

39
生

活
環

境
の

整
備

･改
善

に
つ

い
て

提
案

す
る

3
16

 
80

.0
%

1
17

 
89

.5
%

0
0.

35
6 

3
14

 
70

.0
%

1
15

 
78

.9
%

1
0.

39
4 

40
広

域
的

な
健

康
危

機
（

災
害

・
感

染
症

等
）

管
理

体
制

を
整

え
る

3
11

 
55

.0
%

1
12

 
63

.2
%

0
0.

60
5 

3
8 

40
.0

%
1

10
 

52
.6

%
0

0.
32

0 

41
健

康
危

機
に

つ
い

て
の

予
防

教
育

活
動

を
行

う
2

6 
30

.0
%

2
7 

36
.8

%
1

0.
65

1 
2

5 
25

.0
%

2
4 

21
.1

%
1

0.
77

0 

H
．

健
康

危
機

の
発

生
時

に
対

応
す

る

42
健

康
危

機（
感

染
症

・
虐

待
・

DV
・

自
殺

・
災

害
等

）
に

迅
速

に
対

応
す

る
3

8 
40

.0
%

1
9 

47
.4

%
1

0.
64

3 
3

6 
30

.0
%

1
9 

47
.4

%
0

0.
26

5 

43
健

康
危

機
情

報
を

迅
速

に
把

握
す

る
体

制
を

整
え

る
4

19
 

95
.0

%
1

17
 

89
.5

%
2

0.
48

0 
4

19
 

95
.0

%
1

17
 

89
.5

%
2

0.
48

0 

44
関

係
者

・
機

関
と

の
連

絡
調

整
を

行
い

、
役

割
を

明
確

化
す

る
3

8 
40

.0
%

0
11

 
57

.9
%

0
0.

26
4 

3
8 

40
.0

%
0

11
 

57
.9

%
0

0.
21

3 

45
医

療
情

報
シ

ス
テ

ム
を

効
果

的
に

活
用

す
る

4
19

 
95

.0
%

1
16

 
84

.2
%

3
0.

28
3 

4
18

 
90

.0
%

2
16

 
84

.2
%

3
0.

47
5 

46
健

康
危

機
の

原
因

究
明

を
行

い
、

解
決

・
改

善
策

を
講

じ
る

4
20

 
10

0.
0%

0
19

 
10

0.
0%

0
1.

00
0 

4
20

 
10

0.
0%

0
19

 
10

0.
0%

0
1.

00
0 

47
健

康
被

害
の

拡
大

を
防

止
す

る
4

20
 

10
0.

0%
0

19
 

10
0.

0%
0

1.
00

0 
4

20
 

10
0.

0%
0

19
 

10
0.

0%
0

1.
00

0 

I． 健
康

危
機

発
生

後
か

ら
の

回
復

期
に

対
応

す
る

48
健

康
回

復
に

向
け

た
支

援
（

PT
SD

対
応

・
生

活
環

境
の

復
興

等
）

を
行

う
4

19
 

95
.0

%
1

18
 

94
.7

%
1

0.
74

4 
4

19
 

95
.0

%
1

18
 

94
.7

%
1

0.
74

4 

49
健

康
危

機
へ

の
対

応
と

管
理

体
制

を
評

価
し

、
再

構
築

す
る

4
19

 
95

.0
%

1
18

 
94

.7
%

1
0.

74
4 

4
19

 
95

.0
%

1
18

 
94

.7
%

1
0.

74
4 

Ⅳ
．

地
域

の
健

康
水

準
を

高
め

る
社

会
資

源
開

発
・

シ
ス

テ
ム

化
・

施
策

化
す

る
能

力

4． 地
域

の
人

々
の

健
康

を
保

障
す

る
た

め
に

、
生

活
と

健
康

に
関

す
る

社
会

資
源

の
公

平
な

利
用

と
分

配
を

促
進

す
る

J． 社
会

資
源

を
開

発
す

る

50
活

用
で

き
る

社
会

資
源

と
利

用
上

の
問

題
を

見
出

す
1

5 
25

.0
%

0
4 

21
.1

%
0

0.
.5

35

51
地

域
の

人
々

が
組

織
や

社
会

の
変

革
に

主
体

的
に

参
画

で
き

る
よ

う
機

会
と

場
、

方
法

を
提

供
す

る
3

13
 

65
.0

%
1

17
 

89
.5

%
0

0.
07

5*

52
地

域
の

人
々

や
関

係
す

る
部

署
・

機
関

の
間

に
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

構
築

す
る

3
8 

40
.0

%
0

12
 

63
.2

%
1

0.
10

0 

53
必

要
な

地
域

組
織

や
サ

ー
ビ

ス
を

資
源

と
し

て
開

発
す

る
3

7 
35

.0
%

1
11

 
57

.9
%

1
0.

15
2 

K． シ
ス

テ
ム

化
す

る

54
健

康
課

題
の

解
決

の
た

め
に

シ
ス

テ
ム

化
の

必
要

性
を

ア
セ

ス
メ

ン
ト

す
る

1
2 

10
.0

%
2

3 
15

.8
%

2
0.

47
5 

55
関

係
機

関
や

地
域

の
人

々
と

の
協

働
に

よ
る

シ
ス

テ
ム

化
の

方
法

を
見

出
す

3
11

 
55

.0
%

2
13

 
68

.4
%

2
0.

38
9 

56
仕

組
み

が
包

括
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標と到達度」は80％以上の学生が到達できるとの想定
で設定されていること（厚生労働省，2008），先行研
究（鈴木，2015；津野，2014）においても同様の基準
で検討されていたためである。なお，80％以上の項目
が少ない場合は，補足的に70％以上の項目にも着目す
ることとした。
　統合カリキュラムと保健師課程における到達度の各
項目の差をχ 2  乗検定にて検証し，有意水準 5 %と
した。統計分析には，統計ソフトSPSS Statistics23を
用いた。

6 .倫理的配慮

　対象者には，調査の趣旨と目的を，調査実施前から
文書を掲示し，さらに文章および口頭で説明した。回
答は任意であること，回答は無記名でありプライバ
シーは保護されること，回答した内容は科目の評価と
は一切関係がないこと伝え，調査協力を依頼した。本
研究は神戸市看護大学倫理委員会の承認を得て実施し
た（倫理委員会承認番号2014- 1 -24）。

Ⅳ．結果

1 .質問紙の回収状況

　統合カリキュラム受講学生は回収数が20件（回収率
28.2％），保健師課程の選択学生は回収数が19件（回
収率100.0％）であった。

2 �．統合カリキュラムと保健師課程における到達割合

（表 2）

1 ）統合カリキュラムと保健師課程における到達状況
　「個人 /家族」49項目および「集団 /地域」71項目を合
わせた120項目の到達割合の平均は，統合カリキュラム
が45.3％，保健師課程が55.6％であった。「個人 /家族」
49項目の平均は，統合カリキュラムが48.2％，保健師
課程が55.3％であった。「集団 /地域」71項目の平均は，
統合カリキュラムが43.1％，保健師課程が55.6％であっ
た。
　到達割合が80％以上の項目数は，120項目のうち統
合カリキュラムが19項目，保健師課程が20項目であっ
た。到達割合が50％未満の項目数は，統合カリキュラ
ムが79項目，保健師課程が54項目であった。

2 ）到達割合が高かった小項目

　到達割合が80％以上のうち，統合カリキュラムと保
健師課程で共通していた項目は，18項目であった。
　それらの小項目のうち，「個人 /家族」のみにおい
て達成していた小項目は 2 項目，「集団 /地域」のみ
において達成していた小項目も 2 項目であった。「個
人 /家族」と「集団 /地域」共に達成していた小項目
は 7 項目であった。
　統合カリキュラムと保健師課程で共通していない
項目は，全て「集団 /地域」を対象にした活動であり，
統合カリキュラムは「32.必要な情報と活動目的を共
有する」が該当し，保健師課程は「23.健康教育によ
る支援を行う」「51.地域の人々が組織や社会の変革に
主体的に参画できるよう機会と場，方法を提供する」
であった。
　さらに，70％以上の項目を抽出したところ，上記
80％以上の項目に加えて，統合カリキュラムでは「個
人 /家族」の 2 項目と「集団 /地域」の 5 項目が該当し，
保健師課程は「個人 /家族」の 3 項目と「集団 /地域」
の11項目が該当した。

3 ）到達割合が低かった小項目
　各小項目の到達割合が50％未満の項目は，統合カリ
キュラムでは，「個人 /家族」は28項目，「集団 /地域」
は48項目であった。保健師課程では，「個人 /家族」は
24項目，「集団 /地域」は30項目であった。
　これらの中でも特に到達割合が低い20％未満の項
目は，統合カリキュラムでは，「個人 /家族」の 5 項
目と「集団 /地域」の16項目であり，保健師課程では

「集団 /地域」の 5 項目であった。

3 ．統合カリキュラムと保健師課程の到達割合の比較

　統合カリキュラムと保健師課程で到達割合に有意差
のあった小項目は13項目であり，全ての項目で保健師
課程の方が高かった。
　小項目別にみると，「個人 /家族」を対象とした活
動においては，「16.評価の項目 /方法 /時期を設定す
る」（ｐ＝0.008），「22.訪問 /相談による支援を行う」

（ｐ＝0.047），「23.健康教育による支援を行う」（ｐ＝
0.047）の 3 項目であった。
　「地域 /集団」を対象にした活動においては，「22.

訪問 /相談による支援を行う」（ｐ＝0.006），「23.健康
教育による支援を行う」（ｐ＝0.005），「62.施策化の
ために，関係する部署 /機関と協議 /交渉する」（ｐ＝
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0.015），「63.地域の人々の特性 /ニーズに基づく施策
を立案する」（ｐ＝0.034）を含めた10項目であった。

4 �．統合カリキュラムと保健師課程における「十分に

学ぶ機会がなかった」項目

　「十分に学ぶ機会がなかった」と回答したのは，「個
人 /家族」49項目中では，統合カリキュラムの15項目
において 1 ～ 2 名，保健師課程では 8 項目において 1

～ 3 名であった。「集団 /地域」71項目中では，統合カ
リキュラムでは45項目において 1 ～ 7 名，保健師課程
では24項目において 1 ～ 4 名が回答していた。これら
項目のうち，回答数が多かった項目は，中項目「M.社
会資源を管理・活用する」，「N．研究の成果を活用す
る」であった。

Ⅴ．考察

1 ．保健師に求められる実践能力と卒業時の到達状況

　相対的に統合カリキュラムに比べて，保健師課程の
到達割合が高く，そのうち有意に保健師課程の到達割
合が高かった項目は13項目であった。
　保健師課程において到達割合が有意に高かった項目
のうち，「22.訪問・相談による支援を行う」「23.健康
教育による支援を行う」「25.活用できる社会資源，協
働できる機関・人材について，情報提供をする」と
いった基本的能力については，保健師課程にて新設し
た公衆衛生看護技術論，健康学習論の科目により強化
されたと考えられる。「34.活動の評価を行う」「37.必
要な対象に継続した活動を行う」においては，実習に
おける継続支援と，実習を終えてから開講している公
衆衛生看護活動論Ⅱにおいて，学びが深化したものと
考える。
　また，「施策化」に関連する 4 項目においては，地
域看護診断論，実践疫学演習において習得した地区の
分析と健康課題を明らかにする能力と，実習中に立案
する保健計画の作成といった一連の学びから得られた
ものと推測する。本項目は，他大学で実施された調査
と同様の結果であり（田中，2015；楢橋，2013），実
習単位が増えたことにより，学生自身が目標設定から
計画・実施・評価に至るまでの過程を経験することが
可能となったため，主体的な学びにつながったと考え
る。
　次に，統合カリキュラムと保健師課程ともに，到

達割合が高かった項目は，「尊厳と権利」，「プライバ
シーへの配慮」，「関係者・関係機関との協働」「危機
管理能力」に関する項目であった。本学における教育
の特徴として，地域住民の協力を得ながらおこなって
いる科目による効果が大きく（江川，2011），さらに
災害看護に関しては，災害の準備期から中・長期に渡
り必要となる看護活動と，常に自ら考えて行動ができ
る基礎的能力を身につけるための科目の設定が，旧カ
リキュラム以前より必修科目として位置づけられてい
ることが挙げられる。
　他方で，統合カリキュラムと保健師課程ともに，到
達割合が低かった項目は，大項目の「1.地域の健康課
題の明らかにし，解決・改善策を計画・立案する」と

「 4 ．地域の人々の健康を保障するために，生活と健
康に関する社会資源の公平な利用と分配を促進する」
であった。
　一つ目の大項目「1.地域の健康課題の明らかにし，
解決・改善策を計画・立案する」に関しては，全ての
小項目の目標到達度が「1.少しの助言で自立して実施
できる」に設定されている基本的能力を示す項目であ
るにもかかわらず，保健師課程おいても「個人 /家族」

「集団 /地域」合わせた32項目のうち，80％以上の項
目がなく，50％未満が21項目であった。本項目は，他
大学で実施された調査に比べ，到達割合は低い結果と
なっている。本学の到達割合が低い理由の一つとして，
学生が主体的に実施する機会があったことから，各項
目が具体的にイメージできるようになり，自立してで
きるレベルが高く設定されたためではないかと考える。
　二つ目の大項目「 4 ．地域の人々の健康を保障する
ために，生活と健康に関する社会資源の公平な利用と
分配を促進する」においては，先行研究の調査におい
ても低く，講義演習での知識習得の不十分さと学生の
意識付けが十分でないことが指摘されている（村嶋，
2009；麻原，2010，鈴木，2016）。しかしながら，こ
れらは保健師が日常的におこなっている活動であり，
講義や演習のみならず，実習におけるカンファレンス
や記録をもとに，達成できたことをより具体的に定着
させる必要がある。
　学生に対して，逐次，各項目における到達度の内容
を具体的に説明し，さらに学生自身が各項目において，
現在どの程度到達しているかの理解を促すために，よ
り丁寧な意味付けをおこなっていく必要があると考え
る。
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　また，今回は，卒業時における調査であったため，
講義と演習，実習のどの場面で習得をしていたかが明
らかになっていない。これらを明らかにすることによ
り，学生が学べたと評価した時期を明確にでき，学生
指導に活用が可能になるとともに，学生の意識を高め，
学習内容の定着につながると考えられる。

2 �．統合カリキュラムと保健師課程における各項目の

学びの機会ついて

　「十分に学ぶ機会がなかった」と回答のあった項目
に関して，ほとんどの項目が統合カリキュラムに比べ
て，保健師課程の回答数が少なくなっており，項目数
でみると半数程度に減少していた。これらは，前述の
通り，保健師課程に移行してから，保健活動に必要な
基本的能力の強化と，実習における継続支援，地域の
健康課題から施策化に繋げる能力を育成する科目が設
定された結果だと考える。
　しかし，学ぶ機会がなかったと回答する学生が少数
ながら存在することから，新カリキュラムにおける学
習内容を再度精査するとともに，学生自身が学習した
内容を意識し定着できるように支援していくことが必
要であると考えられた。

3 ．研究の限界

　本研究は，統合カリキュラムの学生と，保健師課程
を選択した学生を対象者として調査をおこなった。質
問紙の回収率が統合カリキュラムの学生は28.2％と低
く，回答した学生は調査に協力的であり，保健師活動
への関心が高かったと考えられ，回答の結果が偏って
いる可能性がある。さらに，調査時期に関しても，統
合カリキュラムの学生は国家試験の受験直前であり，
学生の意識がより高まっていたことが考えられる。

Ⅵ.結語

　本研究は，統合カリキュラムと保健師課程における
学生の卒業時の到達割合について，学生がおこなった
自己評価の結果を明らかにすることにより，今後のよ
り充実した保健師教育に活かす目的でおこなった。そ
の結果，健康教育や家庭訪問，健康相談，個人情報保
護，情報提供といった項目は，保健師課程の到達割合
が高かった。
　しかしながら，全体として80％以上の項目が少なく，

今後は習得すべき内容を，より意図して学習を進める
とともに，学生自身が学習した内容を確認できるよう
工夫する必要がある。今後，保健師課程を選択した直
後および講義・演習の履修と実習といった機会毎に到
達度を評価し，より一層カリキュラムの充実を図る予
定である。
　なお，本研究は，COIに関して該当しない。
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